
第１号様式（表） 

指定事業所設置許可申請書

年   月   日 

（あて先）川崎市長 

郵便番号 

住  所 

氏  名                      

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例第１７条第１項の規定により、指定事業所について設置の

許可を受けたいので、関係書類を添えて申請します。 

指
定
事
業
所
の
名
称
等

名     称

所  在  地

指

定

事

業

所

で

行

う

作

業

条 例 別 表 の 作 業 別表第１に掲げる作業の内容

作業番号（      ）

使用施設（      ）

作業番号（      ）

使用施設（      ）

作業番号（      ）

使用施設（      ）

作業番号（      ）

使用施設（      ）



（裏） 

事 業 開 始 予 定 年 月 日

事 業 所 設 置 年 月 日

（既に設置されている事業所 

の場合に限る。) 

年   月   日 

（   年   月   日） 

他の公害関係法規等の手続状況

□ 大気汚染防止法 

□ 水質汚濁防止法 

□ 騒音規制法 

□ 振動規制法 

□ ダイオキシン類対策特別措置法 

□ 下水道法 

□ 建築基準法 

□ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律

年   月   日提出

年   月   日提出

年   月   日提出

年   月   日提出

年   月   日提出

年   月   日提出

年   月   日提出

年   月   日提出

環 境 配 慮 事 項

環境への負荷の低減 要 □  不要 □ 

化学物質の適正管理 要 □  不要 □ 

自動車排出ガスの排出の抑制等 要 □  不要 □ 

温暖化物質の排出の抑制 要 □  不要 □ 

廃棄物の発生の抑制及び再生利用等 要 □  不要 □ 

環境の保全に係る組織体制の整備 要 □  不要 □ 

その他環境への負荷の低減 要 □  不要 □ 

連 絡 先

担 当 部 署 

担当者氏名 

電 話 番 号             （内線）  

添 付 書 類

□ 指定事業所概要書（第２号様式） 

□ 公害防止方法計画書（第３号様式） 

□ そ の 他（                      ） 

備考 １ 条例別表の作業の欄には、同表の１から６８までの作業についてはその作業名を、同表の６９の
作業については別表第１の６９の項の作業の内容の欄に掲げる作業の作業名をそれぞれ記載してく
ださい。 

２ 別表第１に掲げる作業の内容の欄には、同表の条例別表の作業の欄に掲げる番号を作業番号の 
（ ）内に、同表の施設の欄に掲げる施設の番号を使用施設の（ ）内にそれぞれ記載してください。 
３ 他の公害関係法規等の手続状況の欄には、手続を行った法規について□内にレ印を記載し、その

手続を行った年月日を記載してください。 
４ 環境配慮事項の欄には、該当する□内にレ印を記載し、「要」に該当する環境配慮事項に関する

配慮概要書を添付してください。 
５ 添付書類の欄には、添付した書類については□内にレ印を記載し、その他の書類を添付した場合

にはその添付した書類の名称を（ ）内に記載してください。 



第２号様式（１面） 

指定事業所概要書

業 種  

作 業 工 程  

主 要 な 生 産 品 及 び
そ の 生 産 量

主 要 な 生 産 品 生 産 量 

地 域 

□ 第一種低層住居専用地域 

□ 第一種中高層住居専用地域 

□ 第一種住居地域 

□ 準住居地域 

□ 商業地域 

□ 工業地域 

□ その他の地域 

□ 第二種低層住居専用地域 

□ 第二種中高層住居専用地域 

□ 第二種住居地域 

□ 近隣商業地域 

□ 準工業地域 

□ 工業専用地域 

規 模

資本金又は出資金 事業所の従業員数 敷 地 面 積 建 物 の 床 面 積

千円 人 ㎡ ㎡

敷

地

・

建

物

等

の

状

況

指定事業所の位置

及 び 周 辺 の 状 況

敷地内における建物

等 の 配 置 状 況

建 物 工 事 の 種 類

及び工事予定期間
□ 新築 □ 増改築 年   月   日 ～   年   月   日

建物等の構造及び

規 模

不飽和ポリエステル樹
脂の塗布の作業を行う
場合にあっては、その
作業の状況 

備考 □のある欄には、該当する□内にレ印を記載してください。



（２面） 

指

定

施

設

名 称    

事業所における施設番号    

種 類 及 び 型 式    

台 数    

規 模 又 は 能 力    

用 途    

構 造 ・ 配 置 状 況    

燃料又は
電  力

種 類    

燃料中の 
成分割合 
(％) 

硫黄分 

窒素分 

総 発 熱 量    

原 材 料
（排煙の発
生に影響の
あるものに
限る。） 

種 類 

原材料中の成分割合(％) 

１日の使用量又は取扱量 

使用状況
１ 日 の 使 用 時 間 

季 節 変 動 

原材料等

の品目、

用途及び

使用量 

排煙 指定物

質、排水指定

物質及び炭化

水素系物質を

含有するもの

品 目 用 途 
１月当たりの
使用量 含有物質 含有率 

その他のもの

（主要なもの

に限る。） 

品 目 用 途 １月当たりの使用量 

備考 １ 指定施設の原材料中の成分割合の欄には、硫黄分、窒素分及び燃焼に伴い排煙指定物質を排出す

る可能性のある成分について、その割合を重量比・容量比の別を明らかにして記載してください。 

   ２ 指定施設の熱源として電力を使用する場合は、種類の欄に「電力」と記載してください。 



（３面） 

用 

水 

量 

(m3/日)

水源別の状況

総使用量

水 源 別 内 訳 

工業用水 水道水 地表水 地下水 海水 
回 収 水 

その他
淡水 海水 

用途別の状況

総使用量

用 途 別 内 訳 

ﾎﾞｲﾗ-用 原料用
製品処理

･洗浄用

直  接

冷 却 用

間  接

冷 却 用

温  度

調 節 用
生活水 その他

排 

水 

量 

(m3/日)

排水の種類別

状 況

総排水量 

産 業 排 水 

生活系排水 

工程排水 間接冷却排水 その他 

排 水 の 排 出 先 

□ 公共下水道（   □ 分流式     □ 合流式） 

□ 公共用水域（                  ） 

□ 地 下 浸 透 

□ そ の 他 （                  ） 

用排水収支バランス 

備考 １ □のある欄には、該当する□内にレ印を記載してください。 
２ 敷地・建物等の状況の欄のうち、建物等の構造及び規模については、建築図面（平面図、立面図

及び構造詳細図）を添付してください。 
３ 排水の排出先の欄のうち、その他については、汚水等を別表第１の５３の項に掲げる処理施設等

に排出する場合にその排出先を（ ）内に記載してください。 



第３号様式 

公害防止方法計画書

指定施設等の
公害発生源

発生する主な
公害の種類

発生源での公害
の程度の予測値

公 害 防 止 対 策 
排出口等での公害の程度 

予 測 値 根 拠 

指定施設等から発生す
る公害とこれに対する
具体的な防止の方法 

□ 大気汚染物質の排出方法概要書（付表１） 

□ 硫黄酸化物の排出量明細書（付表２） 

□ 窒素酸化物の排出量明細書（付表３） 

□ 炭化水素系物質の設備基準概要書（付表４） 

□ ばいじんの排出量明細書（付表５） 

□ ばいじんの設備基準概要書（付表６） 

□ 粒子状物質の排出量明細書（付表７） 

□ 粉じんの処理方法概要書（付表８） 

□ 悪臭の処理方法概要書（付表９） 

□ 排水の汚染状態、量等明細書（付表１０） 

□ 排水の処理方法概要書（付表１１） 

□ 特定有害物質の製造等の作業に係る施設の構造概要書（付表１２） 

□ 騒音の処理方法概要書（付表１３） 

□ 振動の処理方法概要書（付表１４） 

□ 付表１から付表１４までの書類のほか、指定施設等から発生する公害とこ

れに対する具体的な防止の方法を明らかにする図面、表等 

備考 １ 発生する主な公害の種類の欄には、大気の汚染及び水質の汚濁に係るものにあっては、別表第３
    から別表第９まで、別表第１１及び別表第１２に掲げる物質名又は項目を記載してください。 

２ 指定施設等から発生する公害とこれに対する具体的な防止の方法の欄には、添付したものにつ

いて□内にレ印を記載してください。 



第３号様式（付表１） 

大気汚染物質の排出方法概要書

指定事業所における排煙発生施設

の 名 称 及 び 番 号

指定事業所における大気汚染物質処理

施 設 の 番 号

大気汚染物質処理施設の種類、名称

及 び 型 式

排出ガス量（定格能力）

（ｍ3
N／ｈ） 

湿  り 

乾  き 

排 出 ガ ス 中 の 酸 素 濃 度（％）

処

理

能

力

排出ガス温度（℃）
処 理 前 

処 理 後 

大

気

汚

染

物

質

の

濃

度

硫 黄 酸 化 物 

（容量比 ppm) 

処 理 前 

処 理 後 

窒 素 酸 化 物 

（容量比 ppm) 

処 理 前 

処 理 後 

ば い じ ん 

（ｇ/ｍ3
N) 

処 理 前 

処 理 後 

処 理 前 

処 理 後 

処 理 前 

処 理 後 

処 理 前 

処 理 後 

除

去

率

（
％
）

硫  黄  酸  化  物

窒  素  酸  化  物

ば   い   じ   ん

排出口の実高さ（ｍ）及び口径（ｍ）

  備考 １ 大気汚染物質処理施設を設置していない場合は、排出ガスの温度及び大気汚染物質
の濃度を処理前の欄に記載してください。 

     ２ 大気汚染物質の濃度の欄には、乾きガス中の濃度を記載してください。 
     ３ 大気汚染物質の濃度及び除去率の欄には、排煙発生施設から発生する排出ガス中に

含まれる硫黄酸化物、窒素酸化物及びばいじんについて記載するほか、炭化水素系物
質及び排煙指定物質について、それぞれ物質の種類ごとに記載してください。 

     ４ ばいじん濃度の酸素濃度補正を行う施設については、補正値を記載してください。 
     ５ 硫黄酸化物については、脱硫装置を設置している場合にのみ記載してください。 



第３号様式（付表２） 

硫黄酸化物の排出量明細書 

１ 指定事業所における硫黄酸化物排出量等 

項  目 数  値

年間使用熱量  Ｋ（1010kJ／年）

使用熱量105キロジュール当たりのＳＯ2排出量  Ｒ（ｇ／10５kJ）

ＳＯ2排出量  Ｅ（ｔ／年）

２ 指定事業所における指定施設別の時間当たりの SO2排出量等 

指 定 施 設 名
施 設 の

種類 

原料及び燃料

使用量 

(kg/ｈ又はm3

Ｎ/ｈ) 

（Ｗ） 

原 料 及

び 燃 料

中 の 硫

黄分 

（％） 

（Ｓ） 

原料及び燃

料の総発熱

量 

(kJ/kg、m3

Ｎ) 

（ｑ） 

硫黄酸化

物の排出

量 

(ｇ／ｈ) 

（ｅ） 

使 用 熱

量 

(kJ ／

ｈ) 

（ｆ） 

備 考

合  計 



3 指定事業所における指定施設別の年間 SO2排出量等 

指定施設名 施設の種類

硫黄酸化物

の排出量 

(ｇ／ｈ) 

（ｅ） 

使 用 熱 量

（kJ／ｈ） 

（ｆ） 

年 間

稼 働

時間 

(Ｈ) 

年間硫黄

酸化物の

排出量 

(ｔ／年)

（Ｇ） 

年間使用熱量

(1010kJ／年)

（Ｌ） 

合  計 

備考 １ Ｋとは、個々の指定施設における年間使用熱量の合計をいいます。 

     Ｋ（1010kJ／年）＝ΣＬ 

     なお、Ｌは、次式により算出されるものをいいます。 

Ｌ（1010kJ／年）

＝ 

ｆ×Ｈ 

1010

   ２ Ｒとは、別表第３に定める排出許容限度と比較するものであり、次式により算出されるものをい
います。 

Ｒ＝
Σｅ×105

Σｆ 

   ３ Ｅとは、個々の指定施設におけるＳＯ２の量の合計をいいます。 

     Ｅ(ｔ／年)＝ΣＧ 

     なお、Ｇは、次式により算出されるものをいいます。 

     Ｇ(ｔ／年)＝ｅ×Ｈ×10-6

   ４ Ｗとは、個々の指定施設での１時間の燃料又は原料使用量をいいます。 

   ５ Ｓとは、脱硫装置を設置している施設においては、原料及び燃料の硫黄分に脱硫効率を考慮し

たものをいいます。 

   ６ 硫黄分（％）とは、気体にあっては容積割合で、原料及び液体にあっては重量割合をいいます。 

   ７ ｑとは、原料及び燃料の総発熱量をいいます。 

   ８ ｅとは個々の指定施設から排出されるＳＯ２の量をいいます。 

     なお、個々の施設における気体燃料の燃焼による場合は、次式により算出されるものをいいま

す。 

     ｅ（ｇ／ｈ）＝Ｗ×Ｓ×０．０２９×103

     また、気体以外の燃料の場合は、次式により算出されるものをいいます。 

     ｅ（ｇ／ｈ）＝Ｗ×Ｓ×０．０２×103

   ９ ｆとは、個々の指定施設から排出される使用熱量をいいます。 

     ｆ（kJ／ｈ）＝Ｗ×ｑ 

   10 Ｈとは、指定施設における年間稼働時間をいいます。 



第３号様式（付表３）

窒素酸化物の排出量明細書 

１ 日規制基準 

（1） 指定事業所における窒素酸化物の量に係る使用熱量当たりの排出許容限度 

排 出 区 分

ａ 燃焼の場合

（ｂ、ｃ及びｄを

除く。） 

ｂ ガラス溶融炉の

場合 

ｃ セメント焼成炉

の場合 

ｄ 廃棄物焼却炉の

場合 

排出許容限度
（g/105ｋJ） 

（2） 指定事業所における１日当たりの窒素酸化物の排出量等 

排 出 区 分

ａ 燃焼の場合

（ｂ、ｃ及びｄを

除く。） 

ｂ ガラス溶融炉の

場合 

ｃ セメント焼成炉

の場合 

ｄ 廃棄物焼却炉の

場合 

① 

１日当たりの使

用熱量 
（105ｋJ/日）

② 

１日当たりの窒

素酸化物の排出

量 
（ｇ／日） 

使用熱量当たり

の窒素酸化物の

排出量（②÷①

） 
（g/105ｋJ） 

備考 廃棄物焼却炉にあっては、「使用熱量」を「焼却量」に、「105ｋJ」を「ｔ」に、それぞれ

読み替えます。



（3） 窒素酸化物の日排出量等積算書 

変

更

後

排

出

区

分

排 煙 発 生 施 設 名

③ 
１ 日 の
施 設 稼
働時間(

ｈ／日)

定 格 能 力 運 転 時 の 燃 料 使 用 量 等 の 状 況                        定格能力運転時の窒素酸化物の排出量等の状況 ⑫
使用熱量
当たりの
窒素酸化
物の排出
量
(⑪÷⑦)

(g／10５

ｋＪ)

燃料種類
④ 
１時間当
たりの燃
料使用量
(㎏、ｍ３

Ｎ／ｈ） 

⑤ 
１日の燃
料使用量
(③×④
） 

(㎏、ｍ３

Ｎ／日） 

⑥ 
単位総発
熱量 

(ｋＪ／

㎏、ｍ３
Ｎ

）

⑦ 
１日の使
用熱量 
(⑤×⑥÷
10５） 

(10５ｋＪ

／日）

⑧ 
乾き排出
ガス中の
窒素酸化
物の濃度

(ppm)

乾き排出
ガス中の
酸素濃度
（％）

⑨ 
１時間当
たりの乾
き排出ガ
ス量 
(ｍ３

Ｎ／

ｈ）

⑩ 
１日当た
りの乾き
排出ガス
量 
(③×⑨) 

(ｍ３
Ｎ／

日）

⑪ 
１日当た
りの窒素
酸化物の
排出量 
(⑧×⑩
×46÷
22.4÷10
３)（g／
日） 

①  ② 

変
更
前

合  計 

備考 １ この表は、排出区分ごとに作成してください。 

   ２ 排出区分の欄には、前項の表の排出区分に応じ、ａ、b、c 又はｄのいずれかの文字を記載してください。 

   ３ 廃棄物焼却炉にあっては、「燃料使用量」及び「使用熱量」を「焼却量」に、「10５ｋＪ」を「ｔ」に、それぞれ読み替えて、単位総発熱量の値

を「１００」とします。 

   ４ 燃料使用量は、気体燃料にあっては容量で表示し、それ以外は重量で表示します。 

   ５ 排煙発生施設の数が多く、２以上の表を作成したときは、合計の欄は、最後の表に表記されているものとします。 



２ 年規制基準 

（1） 指定事業所における窒素酸化物の量の排出許容限度等

排 出 区 分
ａ 燃焼の場合
（ｂ、ｃ及びｄを
除く。） 

ｂ ガラス溶融炉の
場合 

ｃ セメント焼成炉
の場合 

ｄ 廃棄物焼却炉の
場合 

係数（使用熱量
当たりの窒素酸
化 物 の 量 ）
α 
（ｔ/1010ｋJ） 

 係 数
β 

年 間 使 用 熱 量
Ｈ 
（1010ｋJ/年） 

年間使用熱量 Ｈ
0 

（1010ｋJ/年） 

年間使用熱量
Ｈi 

（1010ｋJ/年） 

年間
の窒
素酸
化物
の排
出量 
(ｔ／年

） 

新設の事業
所の場合 
α×β×Ｈ

新設の事業
所以外の事
業所の場合
α×Ｈ0 

+α×β×Ｈi

排 出 許 容 限 度
Ｑ 
（ｔ／年） 

（2） 指定事業所における窒素酸化物の年間の排出量等

排 出 区 分
ａ 燃焼の場合
（ｂ、ｃ及びｄを
除く。） 

ｂ ガラス溶融炉の
場合 

ｃ セメント焼成
炉の場合 

ｄ 廃棄物焼却炉の
場合 

年間使用熱量 

（1010ｋJ/年） 

年間の窒素酸化物

の排出量
（ｔ／年） 

⑬ 
年間の窒素酸化物

の排出量（合計値

）（ｔ／年）

備考 １ 廃棄物焼却炉にあっては、「使用熱量」を「焼却量」に、「1010ｋJ」を「ｔ」に、それ

ぞれ読み替えます。 

２ α、β、Ｈ、Ｈ０、Ｈｉ及びＱとは、別表第４に定めるものをいいます。 

３ Ｈ及びＨｉについては、排煙発生施設の稼働後 1 年間の実績値により確定します。 



（3） 窒素酸化物の年間の排出量等積算書 

変

更

後

排

出

区

分

排 煙 発 生 施 設 名

⑭ 
年間の施設
稼 働 日 数
(日／年)

⑮ 

１日の使用
熱量(⑦と同

じ。） 

(10５ｋＪ／日

）

⑯ 

年間使用熱
量 
(⑭×⑮÷10４

） 

(10９ｋＪ／年

） 

⑰ 

使用熱量当
たりの窒素
酸化物の排
出量（⑫と同

じ。） 

(g/105ｋＪ） 

年間の窒素

酸化物の排

出量 
( ⑯ × ⑰ ÷

100) 

（ｔ／年）

合  計 
   ⑬ 

変
更
前

合  計 

備考 １ 排出区分の欄には、前項の表の排出区分に応じ、ａ、b、c 又はｄのいずれかの文字を記載

してください。 

２ 廃棄物焼却炉にあっては、「使用熱量」を「焼却量」に、「10５ｋＪ」を「ｔ」に、それぞ

れ読み替えます。 

３ 排煙発生施設の数が多く、２以上の表を作成したときは、合計の欄は、最後の表に表記さ

れているものとします。 



第３号様式（付表４） 

炭化水素系物質の設備基準概要書

発生源の概要 

炭化水素系物質排出防止装置

の 

種類、名称及び型式 

処理の方法 

装置の処理能力 

（処理ガス量ｍ3
N／ｈ） 

装置の入口濃度（ppm） 

排出口における濃度（ppm） 

除去率（％） 

備考 別表第５第１項に規定する施設について記載してください。 



第３号様式（付表５） 
ばいじんの排出量明細書

１ 廃棄物焼却炉別のばいじんの排出量の許容限度等 

廃棄物焼却炉

の番号及び記

号 

① 

ばいじんの

排出量の許

容 

限度 

Ｑi（ｇ／ｈ
）

② 

係    数 

Ｃｉ 

③ 
定格能力運転時
の乾き排出ガス
量 
(Ｏ２12％換算) 

Ｖ（ｍ3
N／ｈ） 

④ 
定格能力運転時
の乾き排出ガス
中の酸素濃度 

Ｏｉ（％） 

⑤ 
定格能力運転時
の乾き排出ガス
量 

Ｖi（ｍ3
N／ｈ）

[
21－④

×⑤] 
9 

２ 廃棄物焼却炉別のばいじんの排出量等 

廃棄物焼却
炉の番号及
び記号 

⑥ 
ば い じ ん
の 排 出 量  

Ｑ（ｇ／ｈ）

⑦ 
ば い じ ん
の 排 出 濃
度  

Ｃ（ｇ／ｍ3
N

⑧ 
乾き排出ガス
量 
(Ｏ２12％換算)

Ｖｃ（ｍ3
N／ｈ

⑨ 
乾き排出ガス
中のばいじん
の排出濃度 
Ｃｓ(ｇ／ｍ3

N)

⑩ 

乾 き 排 出

ガ ス 中 の

酸 素 濃 度

⑪ 

乾き排出ガス

量 

Ｖｓ（ｍ3
N／

[⑦×⑧×(
③

)] [
9 

×⑨] [
21－⑩

×⑪]
⑧ 21－⑩ 9 

備考 Ｑｉ、Ｃｉ、Ｖ、Ｏｉ、Ｖi、Ｑ、Ｃ、Ｖc、Ｃｓ、Ｏｓ及びＶｓとは、別表第６に定めるものをいいま

す。



第３号様式（付表６） 

ばいじんの設備基準概要書 

発生源の概要 

□ 廃棄物焼却炉

□ 施設名（              ）

集じん装置の設置の種類、名称及

び型式 

湿式・乾式の区別 

集じん装置の処理能力 

（処理ガス量ｍ３
Ｎ／ｈ） 

除去率（％） 

排出口の実高さ（ｍ）及び口径

（ｍ） 

二次燃焼室 □ 有（助燃バーナー □ 有 □ 無） □ 無 

通風調整設備 □ 有 □ 無 

炉内温度計 □ 有 □ 無 

集じん装置入口温度計 □ 有 □ 無 

酸素濃度計 □ 有 □ 無 

一酸化炭素濃度計 □ 有 □ 無 

記録装置 □ 有 □ 無 

備  考 

備考 １ □のある欄には、該当する□内にレ印を記載してください。 

   ２ 発生源の概要の欄の施設名の（ ）内には、別表第６第２項の表の施設の種類の欄に掲げる施設

名を記載してください。 



第３号様式（付表７） 

粒子状物質の排出量明細書 

１ 指定事業所における粒子状物質の量の排出許容限度等 

排 出 区 分

項 目 

ａ 燃焼の

場 合

（ ｂ 、

ｃ、ｄ、

ｅ及びｆ

を除く。

） 

ｂ ガラス

溶融炉の

場合 

ｃ セメン

ト焼成炉

の場合 

ｄ 洗剤乾

燥炉の場

合 

ｅ 洗剤乾

燥炉以外

の乾燥炉

の場合 

ｆ 廃棄物

焼却炉の

場合 

係 数      γ       

係数（使用熱量当
たりの粒子状物質
の 量 ）
Ｐ 
（ｔ/1010ｋＪ） 

係 数      ｋ       

年間使用熱量 Ｈ
（1010ｋＪ/年） 

年間使用熱量 Ｈ0

（1010ｋＪ/年） 

年間使用熱量 Ｈi

（1010ｋＪ/年） 

窒素酸化物の年規制

基準    ＱN

（ｔ／年） 

年間
の粒
子状
物質
の排
出量 
(ｔ／年

）

新設の事業所
の場合 
γＰＨ＋0.094
ＱN

新設の事業所
以外の事業所
の場合 
ｋＰＨ0 

+γＰＨi＋0.094
ＱN

排出許容限度 Ｑ

（ｔ／年） 

備考 １ 廃棄物焼却炉にあっては、「使用熱量」を「焼却量」に、「年間使用熱量」を「年間の焼

却量」に、「1010ｋＪ」を「ｔ」に、それぞれ読み替えます。 

２ γ、Ｐ、ｋ、Ｈ、Ｈ０、Ｈｉ、ＱＮ、Ｑとは、別表第８に定めるものをいいます。 

３ Ｈ及びＨｉについては、排煙発生施設の稼働後 1 年間の実績値により確定します。 



２ 指定事業所における粒子状物質の年間の排出量等 

排 出 区 分

ａ 燃焼の

場 合

（ ｂ 、

ｃ、ｄ、

ｅ及びｆ

を除く。

） 

ｂ ガラス

溶融炉の

場合 

ｃ セメン

ト焼成炉

の場合 

ｄ 洗剤乾

燥炉の場

合 

ｅ 洗剤乾

燥炉以外

の乾燥炉

の場合 

ｆ 廃棄物

焼却炉の

場合 

① 
年間のばいじんの
排出量   ｑｐ

（ｔ／年） 

年間の硫黄酸化物
の排出量  ｑｓ

（ｔ／年） 

年間の窒素酸化物
の排出量  ｑＮ

（ｔ／年） 

年間の塩化水素の
排出量   ｑＨ

（ｔ／年） 

② 
硫黄酸化物から生成
される粒子状物質の
量（0.197×ｑｓ）

（ｔ／年）

③ 
窒素酸化物から生成
される粒子状物質の
量（0.094×ｑＮ） 

（ｔ／年）

④ 
塩化水素から生成さ
れる粒子状物質の量

（0.892×ｑＨ） 

（ｔ／年）

年間の粒子状物質の
排出量   Ｐe 

（①＋②＋③＋④）

（ｔ／年）

⑤ 
年間の粒子状物質の
排出量（合計値）Ｐ
Ｅ

（ｔ／年）

備考 ｑｐ、ｑｓ、ｑＮ、ｑＨ、Ｐe、ＰＥとは、別表第８に定めるものをいいます。



３ 粒子状物質の年間の排出量等積算書 

変

更

後

排

出

区

分

排 煙 発 生施 設 名

⑥ 
年間のばいじん
の排出量 
（ｔ／年） 

⑦ 
年間の硫黄酸化
物の排出量 
（ｔ／年） 

⑧ 
年間の窒素酸化物
の排出量 
（ｔ／年） 

⑨ 
年間の塩化水素
の排出量 
（ｔ／年） 

⑩ 
硫黄酸化物から
生成される粒子
状物質の量 
（0.197×⑦） 

（ｔ／年）

⑪ 
窒素酸化物から
生成される粒子
状物質の量 
（0.094×⑧） 

（ｔ／年）

⑫ 
塩化水素から生
成される粒子物
状質の量 
（0.892×⑨） 

（ｔ／年）

年間の粒子状物質
の排出量 

(⑥＋⑩＋⑪＋⑫）

（ｔ／年）

合  計 
⑬ ⑭ ⑤ 

変
更
前

合  計 

備考 １ 排出区分の欄には、前項の表の排出区分に応じ、ａ、b、c、ｄ、ｅ又はｆのいずれかの文字を記載してください。 

２ 年間の硫黄酸化物の排出量の欄には、付表２第２項の表の硫黄酸化物の排出量の欄の値を、年間の窒素酸化物の排出量の欄には、付表３第２項第３号の表の年

間の窒素酸化物の排出量の欄の値を、それぞれ該当する排煙発生施設ごとに記載してください。 

３ 年間のばいじんの排出量、年間の硫黄酸化物の排出量（付表２第２項に記載されている排出量を除く。）及び年間の塩化水素の排出量については、その積算書を添付してください。 

４ 排煙発生施設の数が多く、２以上の表を作成したときは、合計の欄は、最後の表に表記されているものとします。 



４ ばいじん、硫黄酸化物及び塩化水素に係る年間の排出量の積算書 

変

更

後

排

出

区

分

排 煙 発 生施 設 名

⑮ 
年間の施設
稼 働 時 間

(ｈ／年)

定格能力運転時のばいじん、硫黄酸化物及び塩化水素排出量等状況 

⑯ 
乾き排出ガス
中のばいじん
の濃度 
（g／ｍ３

Ｎ） 

⑰ 
乾き排出ガス
中の硫黄酸化物
の濃度 

(ppm)

⑱ 
乾き排出ガス
中の塩化水素
の濃度 
（mg／ｍ３

Ｎ） 

乾き排出ガス
中の酸素濃度

（％）

⑲ 
１時間当たり
の乾き排出ガ
ス量 
（ｍ３

Ｎ／ｈ）

⑥ 
年間のばいじ
んの排出量 
(⑮×⑯×⑲÷

106） 

（ｔ／年）

年間の硫黄酸
化物の排出量
(⑮×⑰×⑲×

64÷22.4÷109)

（ｔ／年）

⑨ 
年間の塩化水
素の排出量 
(⑮×⑱×⑲÷

109) 

（ｔ／年）

合  計 
⑬ ⑭ 

変
更
前

合  計 

備考 １ 排出区分の欄には、第２項の表の排出区分に応じ、ａ、b、c、ｄ、ｅ又はｆのいずれかの文字を記載してください。 

２ 排煙発生施設の数が多く、２以上の表を作成したときは、合計の欄は、最後の表に表記されているものとします。 



第３号様式（付表８） 

粉じんの処理方法概要書 

発生源の概要

処 理 方 法

□ 粉じんが飛散しにくい構造の建物内で作業を

実施 

□ 集じん装置の設置

装置の種類、名称及び型式

   湿式・乾式の区別

   装置の処理能力（処理ガス量ｍ3
N／ｈ）  

   除去率（％）

   排出口の実高さ及び口径

□ 散水設備の設置 

   設備の種類、型式及び基数

   設備の能力（ｍ3／ｈ）
   散水の方法

□ 防じんカバー等の設置 

   防じんカバー等の設置状況 

□ その他の処理方法 

（           ）

（湿   式・乾  式） 

（           ）

（           ）

（           ）

（           ）

（           ）

（           ）

備考 □のある欄には、該当する□内にレ印を記載してください。 



第３号様式（付表９） 

悪臭の処理方法概要書

発生源の概要 

処 理 方 法 

□ 脱臭設備の設置        

設備の種類、名称及び型式 

湿  式  ・  乾  式 

設備の処理能力（処理ガス量ｍ3
N／ｈ） 

排出口の実高さ及び口径 

□ 悪臭の漏れにくい構造の建物内で作業を実施 

□ 悪臭を発生する作業は屋内で実施 

□ 悪臭を発生する作業は屋外で実施 

その理由 

□ 周辺に影響を及ぼさない位置を選び作業を実施 

□ 悪臭を発生する原材料、製品等の保管方法 

保管方法 

□ 臭気指数の許容限度に適合することとなる措置 

（           ） 

（           ） 

（           ） 

（           ） 

備考 １ □のある欄には、該当する□内にレ印を記載してください。 

２ 周辺に影響を及ぼさない位置で作業を実施する場合には、作業実施位置図を添付してください。 

３ 事業所内に複数の建物がある場合には、主な建物の位置や高さが分かる図面等を添付してください。 

４ 原材料、製品等の保管方法、保管する建物の位置等が分かる図面等を添付してください。 



第３号様式（付表１０） 

排水の汚染状態、量等明細書

項 目 

水量 

(ｍ3/日) 
温度（℃）

色汚染度

（度） 
ｐＨ 

ＢＯＤ 

(㎎/ｌ) 

ＣＯＤ 

(㎎/ｌ) 
ＳＳ 

(㎎/ｌ) 

通常 最大 通常 最大 通常 最大  通常 最大 通常 最大 通常 最大

排水処理施設名 

処理前

処理後

処理前

処理後

処理前

処理後

排 水 口 別  

合 計 

項 目 
ｎヘキサン抽出物質 

含有量(㎎/ｌ) 
大腸菌群数

(個/cm３) (㎎/ｌ) (㎎/ｌ) (㎎/ｌ) (㎎/ｌ) 
鉱  油  類 動植物油脂

通常 最大 通常 最大 通常 最大 通常 最大 通常 最大 通常 最大 通常 最大

排水処理施設名 

処理前

処理後

処理前

処理後

処理前

処理後

排 水 口 別               

備考 １ 合計欄には、排水口別の水量の合計を記載してください。 

   ２ 項目の欄に記載のない項目については、排水指定物質のうち排出のおそれのあるものについて記載して

ください。 



第３号様式（付表１１） 

排水の処理方法概要書

処

理

施

設

名 称 及 び 種 類

設 置 場 所

工 事 着 手 予 定年 月 日

工 事 完 成 予 定年 月 日

使 用 開 始 予 定年 月 日

型 式

構 造

主 要 寸 法

能 力（ｍ３／日）

処   理   方   法 

設 計 計 算 書

使

用

状

況

月 使 用 日 数 等 時間／回  回／日  日／月 時間／回  回／日  日／月

季 節 変 動 

使
用
す
る
消
耗
資
材

名 称 

用 途 別 

１日当たりの使用量 

敷 地 内 に お け る 用 水

及 び 排 水 の 系 統



第３号様式（付表１２） 

特定有害物質の製造等の作業に係る施設の構造概要書

特定有害物質の製造

等 の 作 業 の 概 要

特定有害物質の製造 

等の作業に係る施設 

の構造 

共通の構造 

□ 耐性材質で被覆された不透水性材質の床面 

□ 防液堤、側溝等流出を防止するための構造 

有機塩素系溶剤の
作業に係る施設の
構造 

□ 耐浸透性のある材質等による床面の被覆等 

□ ステンレス鋼の受け皿等の設置 

構造の概要 

備考 １ □のある欄には、該当する□内にレ印を記載してください。 
２ 構造の概要の欄については、必要に応じて図面を添付してください。



第３号様式（付表１３） 

騒音の処理方法概要書
（単位 デシベル） 

発 生 源 で あ る 施 設 等 

○A  発生源での騒音レベル 
ｍ ｍ ｍ ｍ

 ｄＢ   ｄＢ   ｄＢ   ｄＢ

騒

音

対

策

に

よ

る

減

衰

値

○B  音源対策による減衰

○C  距 離 減 衰
ｍ ｍ ｍ ｍ

 ｄＢ   ｄＢ   ｄＢ   ｄＢ

○D  建 屋 に よ る 減 衰

○E  防音壁等による減衰

○F  減 衰 値 合 計

○B＋○C＋○D＋○E

敷地境界線での騒音レベル予測

○A－○F

防音対策の具体的内容 

施 設 の 使 用 時 間
時  分～ 

    時  分

時  分～ 

    時  分

時  分～ 

    時  分

時  分～ 

    時  分

当該事業所に適用される

規 制 基 準 値

【午前 8 時から午後 6 時まで】【午前6時から午前8時まで及び午後6時か

ら午後11時まで】

【午後 11 時から午前 6 時まで】

施設等の位置及びその位置

から敷地境界線までの距離



第３号様式（付表１４） 

振動の処理方法概要書
（単位 デシベル） 

発 生 源 で あ る 施 設 等

○A  発生源での振動レベル 
ｍ ｍ ｍ ｍ

 ｄＢ   ｄＢ   ｄＢ   ｄＢ

振

動

対

策

に

よ

る

減

衰

値

○B  振源対策による減衰

○C  距 離 減 衰
ｍ ｍ ｍ ｍ

 ｄＢ   ｄＢ   ｄＢ   ｄＢ

○D  そ の 他

○E  減 衰 値 合 計

○B＋○C＋○D

敷地境界線での振動レベル予測

○A－○E

防振対策の具体的内容

施 設 の 使 用 時 間
時  分～ 

時  分

時  分～ 

時  分

時  分～ 

時  分

時  分～ 

時  分

当該事業所に適用される
規 制 基 準 値

【午前８時から午後７時まで】 【午後７時から午前８時まで】 

施設等の位置及びその位置

から敷地境界線までの距離


